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中川町の農業就労人口は 1970 年には 1250 人であっ
たが、2000 年には 297 人へ減少している。また、農家
世帯数を見ると、1985 年には 157 世帯あった農家世帯






















































































1987 年の中川町の全農家数は 146 世帯であり、その
うち酪農家は 83 世帯であった（図－３）。農政担当者
がまとめたデータより､2005 年までに全酪農家 83 世帯
のうち 50 世帯が離農したことがわかっている。また、
1987～2005 年までに新規営農者として新たに加わった





































































































































0以上5未満 5以上15未満 15以上50未満 50以上 計
0～3 2 5 2 4 13
4～6 5 0 2 3 10
7～12 1 3 4 1 9
13～ 1 2 1 2 6





































○：先導者 ○：満足している ○：決まっている ○：あり
△：中間者 △：どちらでもない △：候補はいるが未決×：なし
×：孤立者 ×：満足していない ×：決まっていない
国府 ○ ○ ○ ×
国府 ○ - - ×
国府 △ ○ ○ ×
国府 △ ○ △ ×
国府 △ × △ ×
国府 × ○ △ ×
国府 × ○ × ×
国府 × △ ○ ×
歌内 △ △ △ ×
歌内 × × × ×
大富 ○ △ × ×
大富 ○ × △ ×
大富 △ ○ ○ ×
大富 △ × △ ×
大富 △ × △ ×
大富 × ○ △ ×
大富 × ○ × ○
大富 × × △ ×
大富 × × × ○
誉 ○ △ ○ ×
誉 ○ - - ×
誉 △ ○ × ×
誉 △ × ○ ×
誉 △ × ○ ×
誉 △ - - ×
誉 × ○ × ×
誉 × - × ×
豊里 △ ○ △ ×
豊里 △ ○ × ×
中川 △ × × ×
安川 ○ ○ × ○
安川 △ × △ ×
安川 △ × × ×
安川 × × △ ×
共和 ○ ○ × ×
共和 △ × × ○
共和 △ × × ×

















































中部地域は全 20 世帯のうち、先導世帯が 4 世帯、孤
立世帯が 6 世帯と分類された。経営状況に満足してい
ない農家が 8 世帯あり、先導世帯である 4 世帯も現状
に満足していないことがわかった。中部地域の農家は収
入や土地に恵まれ、拡大志向の強い先導世帯が多いため、
長期にわたり景気が好転する兆しが見えないことに不満
を抱いていると考えられる。また、中部地域には新規営
農者が多いことも不満をもつ世帯が多い一因であろう。
農政担当者も、「営農後数年間は経営状況が安定しない
為、不満に思う世帯がある」「安定しない経営状況に耐
え切れずに離農する新規営農者もいる」と述べている。
一方、孤立世帯は現状に満足している世帯が多い。孤立
世帯は拡大を追及するのではなく、現在の状況で満足し
ているためと考えられる。また、中部地域は他地域と比
べ離農率が高く､後継者が決まっている農家は 4 世帯し
かないため､今後更に離農する世帯が増えることが予想
される。大富地区では、今後離農を考えている人が 2
世帯あることも調査から明らかになっている。 
c）南部地域（安川・佐久・共和） 
南部地域は、全８世帯のうち、先導世帯 2 世帯、孤
立世帯 2 世帯と分類された。かつては、先導世帯が多
く孤立世帯がいない地域であったが、現在は孤立世帯も
存在している。「新規営農者が参入する地区ではない為、
先導世帯の減少に伴い地域コミュニティが活力を失っ
た」と、農政担当者は考えている。 
調査の結果、南部地域における多くの農家の経営満
足度は低い一方、先導世帯の経営満足度は高いことが明
らかとなった。しかし、現状満足度が高い先導世帯の中
にも、離農意思がある世帯もある。更に、後継者のいる
農家はおらず、地域全体として後継者不足の問題を抱え
ていることが明らかとなった。後継者のいない先導世帯
が離農後に南部地域から移転した場合､地域コミュニテ
ィの存続が危ぶまれる。共和以南の板谷地区はほとんど
住民がいない地域であるが、農政担当者は「現在 7 世
帯しかいない共和地区はいずれ板谷地区のようになる」
と危機感を持っている。 
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図－５ 現在の農家の地域別分布 
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本研究で明らかにしたことを以下にまとめる。 
1. 中川町では1970～1975年に大幅な農家人口の減少
が起こったが、その後町外へ移転する世帯は出尽
くした為、減少傾向は緩やかとなった。2000年以
降は高齢化に伴い、離農世帯が増加しているもの
の、離農後は町内に留まる傾向にある。 
2. ３章でまとめた、町外に転出した人 1々3名の理由
と表－４に示す離農意思がある5世帯を見る限りで
は、それぞれに異なる理由があることがわかった。 
今後の課題は､１）中川町周辺の市町村での調査を実
施し、北海道北部における定住自立圏の実現を検討する
ことと､２）後継者の有無や経営満足度とソーシャル・
キャピタルの関係性について分析することである。 
